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2 章 海難分析 
 1977 年から 2008 年までの海難審判庁裁決録を用いて、衝突海難（船舶衝突事故）を分析した。
横切り船の航法が適用された衝突海難は、調査対象海難の約 7 割と多く、その内訳は同船型間の












































































































































試みた。 教育プログラムは、神戸大学海事科学部海事技術マネジメント学科航海群 3 年生および
4 年生の学内船舶実習を利用して実施された。3 年生、4 年生ともに 2 クラスに分けて学内船舶実
習が行われており、3 年生および 4 年生ともに 1 組を統制群、2 組を教育群とした。効果を検証する
ために学内船舶実習前後に 5 章および 6 章で用いた質問紙調査および映像実験を行った。また
下船時には、学内船舶実習および教育プログラムに対する主観評価を実施した。データが得られ










































































例えば、2003 年（平成 15 年）7 月 2 日の深夜、九州北方の玄界灘において、貨物船フン
アジュピター号（全長 106.65ｍ、総トン数 3,372 トン）は、漁労に従事していた漁船第十
八光洋丸（全長 45.42ｍ、総トン数 135 トン）とその船団を避けずに第十八光洋丸に衝突し
た。その結果、第十八光洋丸乗組員 7 名が死亡または行方不明となった。 
また、2005 年（平成 17 年）9 月 28 日の深夜、北海道根室沖において、シアトルから釜
山に向けて航行していた貨物船ジムアジア号（全長 253.70ｍ、総トン数 41,507 トン）は、
漁労を終えて帰途についていた漁船第三新生丸（全長 18.00ｍ、総トン数 19ton）と衝突し
た。その結果、新生丸乗組員 1 名が救助されたが 7 名が死亡した。 
さらに、2008 年（平成 20 年）2 月 19 日の早朝、千葉県野島埼南方沖合において、護衛
艦あたご（全長 164.9ｍ、排水トン数 7,750 トン）は、漁場である東京都三宅島北方の海域
に向かっていた漁船清徳丸（全長 16.24ｍ、総トン数 7.3 トン）と衝突した。その結果、清
徳丸乗組員 2 名が行方不明となり、後に死亡が認定された。 
 加えて、護衛艦あたごと漁船清徳丸の衝突事故から１ヶ月も経たない 2008 年（平成 20
年）3 月 5 日の昼過ぎ、大阪湾を明石海峡に向けて西向きに航行していたオーシャンフェニ
ックス（全長 96.0ｍ、総トン数 2,948 トン）、第五栄政丸（全長 65.65ｍ、総トン数 496 トン）
およびゴールドリーダー（全長 72.10ｍ、総トン数 1,466 トン）の商船 3 隻が衝突した。そ































国の領海で発生した船舶の衝突事故の場合、2008 年（平成 20 年）までは海難審判庁が衝突





































































































甲板部員 操舵手 操舵手 操舵手 機関部員
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船舶運航には資格が必要であり、その資格要件は「1995 年改正 1978 年の船員の訓練及び
資格証明並びに当直の基準に関する国際条約」（1995 amendment to the international convention 




































要する者の養成を担っている。商船船舶職員は Fig. 1-2に示すように種々のコースがあるが、 
 
六級海技士














































交通を Table 1-1 のように比較している。 
 
 
Table 1-1 船舶と自動車の比較（Cauvin & Saad（2004）著者訳） 
船舶 自動車
人的側面 操縦者属性 ほとんどがプロフェッショナル 船舶に比べプライベートの割合は非常に高い
自立性 自立 自立
















































Table 1-2 船舶の諸元と操縦性能の例 
総トン数（ton） 全長（ｍ） 全幅（ｍ） 喫水（ｍ）
深江丸（満載） 450 50 10 3
航海訓練所練習船（満載） 5,800 125 17 6
コンテナ船（満載） 70,000 300 39 12
液化天然ガスタンカー（満載） 104,000 283 45 12
原油タンカー（半載） 150,000 337 60 14
速力（knot） 旋回圏（ｍ） 停止距離（ｍ） 停止時間（分）
深江丸（満載） 12 150 420 2
航海訓練所練習船（満載） 17 580 1,300 5
コンテナ船（満載） 24 1,060 3,600 8
液化天然ガスタンカー（満載） 19 720 3,300 13






約 15 分前から、その他の船舶は約 1 時間以上前から減速を開始する。衝突を回避する場合


























「海上衝突予防法」は 5 章 42 条からなっている。第 1 章総則では船舶等の用語を定義し、









































































保持船という。海上衝突予防法第 16 条に避航船がとるべき動作を、第 17 条に保持船がと
るべき動作を規定している。避航船および保持船の規定を以下に示す。 
 





















Cockcroft & Lameijer（2004）は、これらの避航船と保持船に求められる行動を、2 隻の関























































パス（方位を示す航海計器。北を 0 度として時計回りに 360 度方式で方位を示す。東が 90
度。）の方位変化の有無で判断する方法である。これは他船が近づいている場合に常に一定
方位に見える他船と衝突するという性質を用いた方法である。その他にも考慮すべき事項








































































次に、実際に発生した衝突事故を参考にする方法がある。わが国では 2008 年（平成 20























































































































型差の検討がある。Lee & Parker（2007）は、操船シミュレータ訓練の観察から、個人的な 
Comfort Zone に相手船を入れないようにしているように見え、その Comfort Zone の範囲は、
操船シミュレータ観察から大洋航行する船舶（相対的に大きい船）の船員は前方に 5 マイ
ル横方向に 3 マイル後方に 1 マイルであるが、沿岸を航行する船舶（相対的に小さい船）




























































 本論文は以下の 8 章構成である。本論文における研究の流れを Fig. 1-4 に示す。 
 





2 章 海難分析 
 海難審判庁裁決録から 3 つの基本的な海上交通ルールが適用された船舶の衝突事故を分
析する。船舶の船型を 3 つに分類し、衝突した船舶間の船型特徴を検討する。 
 
3 章 海上交通ルールの知識に関する質問紙調査 
 海上交通ルールの知識は衝突回避判断を行う上で前提になる。法律名や条文名、航法名、








実施できた。同一の海上交通現場に直面した 2 隻の船舶操船者の判断について考察する。 
 
5 章 判断時機に関する質問紙調査と映像実験 

























































6 章 操船方略に関する質問紙調査 





















































分析する。船舶の事故が発生すると、昭和 23 年から平成 20 年 9 月までは、海難審判庁が
原因の究明と海員の懲戒を行っていた。しかし、国際的に原因の究明と懲戒を別にしなけ
ればならないことになり（海上事故又は海上インシデントの安全調査のための国際基準及
び勧告される方式に関するコードの採択，国際海事機関第 84 回海上安全委員会）、平成 20
年 10 月からは海難審判所が海員の懲戒を行い、運輸安全委員会が原因の究明を行うことに
なった。海難審判所が行う手続きを定める海難審判法（昭和 22 年第 135 号，平成 20 年法






運輸安全委員会の設置を定める運輸安全委員会設置法（昭和 48 年法第 113 号，平成 20
年法第 26 号により改正）では“海難”を用いず“船舶事故”を用いている。この法律で定




























行されることになる。そこで海難審判庁が最後に通年でまとめた平成 19 年（2007 年）のデ
ータによれば、海難審判庁の理事官が海上保安庁からの連絡や新聞報道などで認知した海
難（以後、認知海難という）の数は 4,369 件 5,158 隻であった（海難審判庁，2008）。この
認知海難数の傾向について竹本（2009）は、平成 6 年には認知件数が 10,032 隻であったが
平成 18 年には 5,081 隻と半減していること、船舶統計（平成 18 年（2006 年）より調査中
止）の調査対象船舶は平成 7 年に 45,469 隻であったが平成 16 年には 23,110 隻と半減してい
ることから、海難発生率は変化していないと指摘している。 
平成 19 年（2007 年）における認知海難の種類別発生件数としては、遭難が 1,417 件、衝
突が 1,020 件、乗揚が 595 件と続いている。船種別発生隻数としては、貨物船が 1,827 隻と
最も多く、次いで漁船が 921 隻、引船・押船が 684 隻と多い。竹本（2009）は、海難種類
別発生件数についても、また船種別発生隻数についても、毎年これらの順番に変化はない
ことを示している。平成 19 年（2007 年）の総トン数別海難発生隻数は、20 トン未満が 1,167
隻（22.6%）、20 トン以上 500 トン未満が 2,527 隻（49.0%）、500 トン以上が 874 隻（16.9%）、








平成 19 年（2007 年）に裁決の対象となった船舶は 1,143 隻で、船種別には漁船が最も多
く 447 隻（39.1％）、次いでプレジャーボートが 182 隻（15.9%）、貨物船が 180 隻（15.7%）
であった。海難種類別としては、衝突 666 隻（58.3%）、乗揚 179 隻（15.4%）、機関損傷 98
隻（8.6%）の順に多い。 
このように、認知海難では、船種別に見れば漁船や貨物船が多い。また船の大きさ別、






平成 19 年（2007 年）の海難審判では、衝突海難は 281 件 596 隻あり、このうち 525 隻に








































斉藤（1963）は昭和 25 年（1950 年）から昭和 31 年（1956 年）にかけての海難審判裁決
録を用い、港外での衝突海難について船種別にどの船舶とどの船舶が衝突したか分類して
いる。その分類結果を Table 2-1に示す。この報告では、汽船とは総トン数 100 トン以上 3,0000
トン未満の鋼船であり、小型汽船とは総トン数 100 トン未満の鋼船である。機帆船という
のは当時木造船に帆とエンジンをつけて主に国内輸送に従事していた船舶で、大きさとし









Table 2-1 衝突の船種別組合せ（斉藤（1963）より著者作成） 
件数
汽船　対　汽船 22 ( 18.2 %)
汽船　対　機帆船 46 ( 38.0 %)
汽船　対　小型汽船及び漁船 36 ( 29.8 %)




















































力を変更できる状況に適用される。3 つの航法規定概要を以下に示す。また適用範囲を Fig. 
2-1 に示す。 
 
①海上衝突予防法第 13 条 追越し船の航法 








②海上衝突予防法第 14 条 行会い船の航法 




③海上衝突予防法第 15 条 横切り船の航法 























































  [小型船舶・20 トン以上 500 トン未満・500 トン以上] 
③避航船保持船の別（行会い船の航法適用海難を除く） 
  [避航船・保持船] 
④保持船の避航の有無（追越し船の航法・横切り船の航法） 











かに総トン数 20 トン未満と判断できる船舶については 20 トン未満とした。記録された総
トン数の値から船型を 3 群に分けた。総トン数 20 トン未満の船舶を“小型船舶”、20 トン
以上 500 トン未満の船舶を“500 トン未満”、500 トン以上の船舶を“500 トン以上”とした。 
20 トンと 500 トンで船型を区切った理由は次のとおりである。まず 20 トンの区切りにつ
いては船舶安全法第 6 条の５に総トン数 20 トン未満の船舶を小型船舶と称しており、また
船舶職員及び小型船舶操縦者法第二条の４にも小型船舶が総トン数 20 トン未満の船舶と定
義しそれ以上の船舶と免許を別にしているからである。500 トンの区切りについては、日本
船主協会（2010b）によれば、内航船の 85％は 500 トン未満となっていること、港則法第
18 条の２で 500 トン未満を小型船と定義していること、また、船員の資格訓練および当直
の基準を定めた STCW 条約（IMO，2001）において船長航海士の資格証明について 500 ト















切り船の航法が適用された海難件数を Table 2-2 に示す。 
 横切り船の航法が適用された海難が 1,620 件と約 7 割を占め、追越し船の航法が約 2 割、






Table 2-2 適用航法別の海難件数 
Ｎ
追越し船の航法 443 ( 19.4 %)
行会い船の航法 221 ( 9.7 %)














に保持船となった隻数および避航船となった隻数を Table 2-3 に示す。保持船の隻数として
は、漁船が 197 隻（44.5％）、貨物船が 130 隻（29.3%）、押船引船が 48 隻（10.8％）の順で
あるが、避航船の隻数としては貨物船が 246 隻（55.5％）、漁船が 122 隻（27.5％）、油送船
が 42 隻（9.5％）の順となっており、傾向が異なる。 
船型別の保持船隻数および避航船隻数を Table 2-4 に示す。 
 
Table 2-3 船種別の保持船隻数および避航船隻数 －追越し船の航法適用－ 
（％は保持船、避航船それぞれにおける割合） 
船種 保持船となった隻数 避航船となった隻数
漁船 197 ( 44.5 %) 122 ( 27.5 %)
プレジャーボート 25 ( 5.6 %) 11 ( 2.5 %)
貨物船 130 ( 29.3 %) 246 ( 55.5 %)
油送船 38 ( 8.6 %) 42 ( 9.5 %)
旅客船 3 ( 0.7 %) 12 ( 2.7 %)
押船引船 48 ( 10.8 %) 7 ( 1.6 %)




Table 2-4 船型別の保持船隻数および避航船隻数 －追越し船の航法適用－ 
（％は各船型における割合） 
船型 保持船となった隻数 避航船となった隻数
小型船舶 204 ( 46.0 %) 109 ( 24.6 %)
500トン未満 175 ( 39.5 %) 181 ( 40.9 %)
500トン以上 61 ( 13.8 %) 152 ( 34.3 %)





保持船では、小型船舶、500 トン未満、500 トン以上の順に多いが、避航船では、500 ト
未満、500 トン以上、小型船舶の順に多い。 
船型別の保持船と避航船の組合せ件数をTable 2-5に示す。小型船舶同士が 97件（22.1%）、
500 トン未満同士が 93 件（21.2%）と多く、次に保持船が 500 トン未満で避航船が 500 トン
以上のケースが 76 件（17.3%）、保持船が小型船舶で避航船が 500 トン未満のケースが 69
件（15.7%）と続く。同船型間の衝突は 229 件（52.2％）であり、異船型間の衝突は 210 件
（47.8％）である。異船型間の衝突について、船型が大きいほうが避航船であるケースが




保持船の避航の有無について、結果を Table 2-6 に示す。全ての船型について保持船の避
航はほとんど無い。ただし、船型が大きい船舶ほど衝突間際に避航した割合が多い。 
 
Table 2-5 船型別の保持船と避航船の組合せ件数 －追越し船の航法適用－ 
（％は総和に対する割合） 
  
小型船舶 97 ( 22.1 %) 69 ( 15.7 %) 37 ( 8.4 %)
保持船船型 500トン未満 6 ( 1.4 %) 93 ( 21.2 %) 76 ( 17.3 %)





Table 2-6 保持船の協力動作の有無（隻数） －追越し船の航法適用－ 
（％は各船型における割合） 
  
小型船舶 3 ( 1.5 %) 163 ( 79.9 %) 38 ( 18.6 %)
保持船船型 500トン未満 2 ( 1.1 %) 98 ( 56.0 %) 75 ( 42.9 %)










避航船となる。船種別の隻数を Table 2-7 に示す。 
漁船が 176 隻（39.8％）、貨物船が 151 隻（34.2%）と非常に多く、次いで押船引船が 68
隻（15.4%）となっている。 
次に船型別の隻数を Table 2-8 に示す。500 トン未満が 230 隻（52%）と過半数を占めてお
り、次いで小型船舶が 171 隻（38.7%）であった。この 2 船型で 9 割を占める。 
 
Table 2-7 船種別の隻数 －行会い船の航法適用－ 
船種 隻数
漁船 176 ( 39.8 %)
プレジャーボート 3 ( 0.7 %)
貨物船 151 ( 34.2 %)
油送船 43 ( 9.7 %)
旅客船 0 ( 0.0 %)
押船引船 68 ( 15.4 %)





Table 2-8 船型別の隻数 －行会い船の航法適用－ 
船型 隻数
小型船舶 171 ( 38.7 %)
500トン未満 230 ( 52.0 %)
500トン以上 40 ( 9.0 %)





行会い船の航法が適用された海難の船型別の組合せ件数を Table 2-9 に示す。 
500 トン未満同士が 88 件（40%）と最も多く、次いで小型船舶同士が 62 件（28.2%）と
なっている。同船型間の衝突は 154 件（70.0%）であるのに対し、異船型間の衝突は 66 件
（30.0％）と少ない。 
行会い船の航法は両船ともに避航船であるため保持船としての協力動作は無い。ただし
衝突直前に避航しようとしたか否かについて、衝突直前動作の有無を Table 2-10 に示す。 





Table 2-9 船型別の組合せ件数 －行会い船の航法適用－ 
（％は総和に対する割合） 
小型船舶 62 ( 28.2 %)
500トン未満 34 ( 15.5 %) 88 ( 40.0 %)





Table 2-10 衝突直前動作の有無（隻数） －行会い船の航法適用－ 
（％は各船型における割合） 
  
小型船舶 70 ( 40.9 %) 101 ( 59.1 %)
500トン未満 178 ( 77.4 %) 52 ( 22.6 %)










数および避航船となった隻数を Table 2-11 に示す。船種別の構成比は、保持船、避航船とも




Table 2-11 船種別の保持船隻数および避航船隻数 －横切り船の航法適用－ 
（％は保持船、避航船それぞれにおける割合） 
船種 保持船の隻数 避航船の隻数
漁船 725 ( 44.8 %) 788 ( 48.6 %)
プレジャーボート 21 ( 1.3 %) 25 ( 1.5 %)
貨物船 596 ( 36.8 %) 547 ( 33.8 %)
油送船 152 ( 9.4 %) 119 ( 7.3 %)
旅客船 32 ( 2.0 %) 31 ( 1.9 %)
押船引船 78 ( 4.8 %) 84 ( 5.2 %)





Table 2-12 船型別の保持船隻数および避航船隻数 －横切り船の航法適用－ 
（％は各船型における割合） 
船型 保持船となった隻数 避航船となった隻数
小型船舶 653 ( 40.3 %) 686 ( 42.3 %)
500トン未満 608 ( 37.5 %) 604 ( 37.3 %)
500トン以上 352 ( 21.7 %) 320 ( 19.8 %)





船型別の構成比は、保持船、避航船ともに傾向は変わらず、小型船舶が 4 割強、500 トン
未満が 4 割弱、500 トン以上が約 2 割となっている。 
船型別に保持船と避航船の組合せ件数を Table 2-13 に示す。 
保持船が小型船舶で避航船が 500 トン未満の衝突、およびその逆のケースが、それぞれ
約 17%と多く、次いで小型船舶同士および 500 トン未満同士が約 14%と続く。保持船が小
型船舶で避航船が 500 トン以上の衝突は、およびその逆のケースがそれぞれ約 11%である。
同船型間の衝突は 498 件（31.１％）であるのに対し異船型間の衝突は 1105 件（68.9％）と
多い。異船型間の衝突について、船型が大きいほうが避航船であるケースは 526 件（47.6％）
であり、その逆は 579 件（52.4％）とほぼ同数である。 
保持船の協力動作の有無について、結果を Table 2-14 に示す。 
 
 
Table 2-13 船型別 保持船と避航船の組合せ件数 －横切り船の航法適用－ 
（％は総和に対する割合） 
  
小型船舶 217 ( 13.5 %) 265 ( 16.5 %) 167 ( 10.4 %)
保持船船型 500トン未満 287 ( 17.9 %) 222 ( 13.8 %) 94 ( 5.9 %)





Table 2-14 保持船の協力動作の有無 －横切り船の航法適用－ 
（％は各船型における割合） 
  
小型船舶 107 ( 16.4 %) 393 ( 60.2 %) 153 ( 23.4 %)
保持船船型 500トン未満 138 ( 22.7 %) 121 ( 19.9 %) 349 ( 57.4 %)

















い（Table 2-3 参照）。船型別に見ると保持船は小型船舶、500 トン未満、500 トン以上の順




























行会い船の航法が適用された裁決は 221 件であり、調査対象海難の約 1 割と非常に少な
い（Table 2-2 参照）。船種別の隻数は、漁船と貨物船が多く海難の全体傾向と同様である
（Table 2-7 参照）。船型別に見ると 500 トン未満、小型船舶、500 トン以上の順に隻数が多
く、500 トン以上は１割に満たない。（Table 2-8 参照）。 
船型別に衝突の組合せを見ると、500 トン未満同士が 88 件（40.0%）と最も多く、次いで
小型船舶同士が 62 件（28.2%）となっている。同船型間のケースは 154 件（70.0％）である















横切り船の航法が適用された裁決は 1,620 件であり、調査対象海難の約 7 割と非常に多い
（Table 2-2 参照）。船種別の構成比は、保持船、避航船ともに傾向は変わらず、漁船が半数





る。船型別の構成比は、保持船、避航船ともに傾向は変わらず、小型船舶が 4 割強、500 ト




未満の衝突およびその逆がそれぞれ約 17%と最も多く、次いで小型船舶同士および 500 ト
ン未満同士が約 14%と続く。保持船が小型船舶で避航船が 500 トン以上の衝突およびその
逆は、それぞれ約 11%である。同船型間の衝突は 498 件（31.１％）であるのに対し異船型
間の衝突は 1,105 件（68.9％）と多い。異船型間の衝突について、相対的に船型が大きい船
舶が避航船で小さい船舶が保持船であるケースは 526 件（47.6％）であり、その逆は 579 件












２－５－４ 3 航法が適用された海難に関する総合考察 
３つの航法規定が適用された海難件数は、横切り船の航法適用海難が 1,620 件と約 7 割を

































































































総トン数 20 トン以上の船舶と資格試験制度が異なる。また総トン数 20 トン以上の船舶に






























































Action taken to avoid a close encounter or collision with another vessel is in accordance with the 











































名」、要求される「行動」の 3 点について回答を求めた。それぞれについて正解には 1 点を















Fig. 3-1 海上交通ルールの問題例および回答例 
 
Fig. 3-1 において、C 船および D 船、その先から描かれている矢印と破線、破線が交差す
る箇所にＸの印がある。これらの情報から回答者は C 船および D 船がＸの印の場所で衝突
するおそれがあると判断する。そしてこの場面において、適用される海上交通ルール、C 船










があった参加者を除外した。分析対象人数は、外航群が 22 名、内航群が 28 名、漁船群が
29 名であった。直近の船型経験は、外航群の船型経験は最小が 25,500 トン、平均値は 109,407
トンであった。内航群の船型経験は 15 名が 500 トン以下、最大が 14,800 トン、平均値は
4,543 トンであった。漁船群の船型経験は総トン数 20 トン未満であった。 
訓練課程を終えた学生は、3 級海技士（航海）の資格取得要件を満たした学生で 1 年間の
練習船による乗船履歴を有する。主に神戸大学乗船実習科を修了した学生で 37 名が参加し
た。訓練課程を修めた学生を“訓練修了群”とする。訓練中の学生は、神戸大学海事科学






する。内航群の 1 名および漁船群の 2 名は全て無回答であったため分析から除外した。 









総合得点について結果を Fig. 3-2 に示す。実務経験のある各群の平均総合得点は、外航
群が 15.5 点（SD＝5.75）、内航群が 9.9 点（SD＝5.51）、漁船群が 6.8 点（SD＝3.56）であっ
た。一方、実務経験の無い各群の平均総合得点は、訓練修了群が 16.9 点（SD＝6.22）、学生


































 法律名・条文番号得点について結果を Fig. 3-3 に示す。 
実務経験のある各群の平均法律名・条文番号得点は、外航群が 4.1 点（SD＝3.31）、内航
群が 1.1 点（SD＝2.44）、漁船群が 0.3 点（SD＝1.44）であった。一方、実務経験の無い各 




































航法名得点について結果を Fig. 3-4 に示す。 
実務経験のある各群の平均航法名得点は、外航群が 4.5 点（SD＝3.08）、内航群が 2.6 点（SD
＝2.73）、漁船群が 0.3 点（SD＝1.44）であった。一方、実務経験の無い各群の平均航法名得









































行動得点について結果を Fig. 3-5 に示す。 
実務経験のある各群の平均行動得点は、外航群が 6.9 点（SD＝1.90）、内航群が 6.3 点（SD
＝1.80）、漁船群が 6.3 点（SD＝1.62）であった。一方、実務経験の無い各群の平均行動得点




































 出題した 10 問について、各問題の正答率を Table 3-1 に示す。また各問題それぞれ正答率
についてχ2検定を行った。併せて結果を Table 3-1 に示す。 
Q3、Q5、Q8、Q9 についてχ2検定の結果は有意であった。この 4 問について正答率の残









外航 内航 漁船 訓練修了 学生 df χ2 p
Q1 50.0 47.2 67.7 59.5 63.6 4 4.19 .381
Q2 65.6 47.2 61.3 75.7 69.7 4 7.18 .127
* Q3 96.9 83.3 67.7 89.2 84.8 4 11.12 .025
Q4 96.9 94.4 93.5 100.0 97.0 4 2.59 .629
** Q5 84.4 69.4 71.0 94.6 97.0 4 16.31 .003
Q6 75.0 88.9 90.3 81.1 81.8 4 3.70 .449
Q7 84.4 77.8 87.1 97.3 90.9 4 7.03 .134
* Q8 9.4 13.9 3.2 24.3 30.3 4 11.49 .022
** Q9 87.5 88.9 71.0 67.6 30.3 4 35.11 .000
Q10 37.5 19.4 16.1 16.2 30.3 4 6.66 .155




Table 3-2  Q3、Q5、Q8、Q9 の正答率の残差 
外航 内航 漁船 訓練修了 学生
Q3 2.1 -0.2 -2.9 -0.9 0.0
Q5 0.2 -2.5 -2.1 2.1 2.3
Q8 -1.2 -0.5 -2.2 1.4 2.4








実務経験のある各群の平均総合得点は、外航群が 15.5 点（SD＝5.75）、内航群が 9.9 点（SD
＝5.51）、漁船群が 6.8 点（SD＝3.56）であった。一方、実務経験の無い各群の平均総合得点
は、訓練修了群が 16.9 点（SD＝6.22）、学生群が 16.5 点（SD＝8.43）であった。外航群、訓
練修了群および学生群は、内航群、漁船群よりも有意に平均総合得点が高かった。外航群
は主に総トン数 500 トン以上の船舶を、内航群は主に総トン数 500 トン未満の船舶を、漁
船群は主に総トン数 20 トン未満の小型船舶を操船している。海難分析では、総トン数 500
トン以上の船舶、総トン数 20 トン以上 500 トン未満の船舶および総トン数 20 トン未満の







内航群が 1.1 点（SD＝2.44）、漁船群が 0.3 点（SD＝1.44）であった。一方、実務経験の無い
各群の平均法律名・条文番号得点は、訓練修了群が 3.7 点（SD＝3.55）、学生群が 4.4 点（SD





2.6 点（SD＝2.73）、漁船群が 0.3 点（SD＝1.44）であった。一方、実務経験の無い各群の平
均航法名得点は、訓練修了群が 6.2 点（SD＝3.02）、学生群が 5.3 点（SD＝3.66）であった。








実務経験がある群の平均行動得点については、外航群が 6.9 点（SD＝1.90）、内航群が 6.3
点（SD＝1.80）、漁船群が 6.3 点（SD＝1.62）であった。一方、実務経験の無い各群の平均
行動得点は、訓練修了群が 7.1 点（SD＝1.10）、学生群が 6.8 点（SD＝1.62）であった。この





















Q3 で提示した図を Fig. 3-6 に示す。Q3 で提示した図において適用される海上交通ルールは、
海上衝突予防法第 13 条追越し船の航法であり、2 船間の関係に適用される基本的な 3 つの
航法のうちの１つである。正答はＥ動力船が避航するというものである。Q3 の正答率は、








Fig. 3-6 Q3 で提示した図 
 
かった。 









Q5 で提示した図を Fig. 3-7 に示す。 
Q5 で提示した図において適用される海上交通ルールは、海上衝突予防法第 14 条行会い船
の航法であり、これも 2 船間の関係に適用される基本的な 3 つの航法のうちの１つである。
正答はＩ動力船もＪ動力船も両船ともに右転し避航するというものである。Q５の正答率は、















Q8 で提示した図を Fig. 3-8 に示す。 






























Q9 で提示した図を Fig. 3-9 に示す。 
Q9 で提示した図において適用される海上交通ルールは、海上衝突予防法第 9 条狭い水道
等における航法、または第 38 条および第 39 条の船員の常務である。Ｒ動力船とＳ動力船
が陸地で挟まれた狭い水路で行き会おうとしているが、行き会えると判断すれば第 9 条狭
い水道等における航法を適用しお互い右によって通航する。しかし行き会うには狭すぎる
と判断すれば第 38 条および第 39 条の船員の常務を適用し、上述のように両船ともに何ら
かの行動をとり衝突を避ければよい。Q9 の正答率は、外航群が 87.5％、内航群が 88.9％、
漁船群が 71.0％、訓練終了群が 67.6％、学生群が 30.3％と、学生群のみ正答率が低い。割
合として外航群および内航群は有意に正答率が高く、学生群は有意に正答率が低かった。
Q3、Q5 および Q8 と異なり学生群のみの正答率が低い。Q8、Q9、Q10 の学生群の正答率は
すべて 30.3％となっており、正解した人数としては 10 名である（Table 3-1 参照）。Q8 につ
いては上述したように海上衝突予防法の規定に無い状況であり難問と言える。Q9 について
も水路の幅が問題となり、第 9 条狭い水道等における航法を適用できるのかどうかが問題













Fig. 3-10  Q10 で提示した図 
 
Q8 については学生群以外の群は正答率が低いが、現実の場面を考えると正答以外にも正











































































な状況に関する実験調査であった。この研究では高速船と低速船 2 種（500 トンクラスと



































４－２ 【調査Ⅰ】 避航操船の観察 
４－２－１ 方法 
a)記録方法と記録項目 


















報を直ちに記録した。多くの数値が並んでいるが、本章では避航時機を示す TCPA（Time to 
Closest Point of Approach：最接近までの残り時間（分））に注目する。TCPA は最接近までの





















Table 4-1 にそれぞれの主要目と乗船時期を示す。「深江丸」を Fig. 4-2 に、コークス運搬








Table 4-1 各船主要目と便乗時期 
総トン数 全長 全幅 便乗時期 主な航路





ひびき丸 14,851ｔ 146ｍ 25ｍ 2009年8月7日～9日 名古屋～北九州




























 深江丸では、船橋において航海計器であるレーダーおよび ARPA を自由に使用すること










Table 4-2 「深江丸」操船者のプロフィール 
操船者 ライセンス 船舶経験 操船者としての船員歴
Ａ 一級 外航船経験有り 20年（内　深江丸13年）
Ｂ 一級 外航船経験有り 15年（内　深江丸8年）
Ｃ 三級 深江丸のみ 10年
Ｄ 三級 深江丸のみ 5年




 便乗中、昼間に調査者が船橋に滞在し観察を行った。レーダーおよび ARPA は操船者が
主に使用していたため、「深江丸」のように調査者が自由に使用することはできなかった。




 両船ともに、0 時から 4 時および 12 時から 16 時にかけては二等航海士が、4 時から 8 時
および 16 時から 20 時にかけては一等航海士が船橋当直を担当した。8 時から 12 時および


















 本章では、2 章と同様に相手船を小型船舶、500 トン未満、500 トン以上の 3 群に分類す
る。小型船舶は総トン数 20 トン未満で、主に漁船である。日本船主協会（2010b）によれ







操船者別の、衝突までの残り時間を示す TCPA の結果を Table 4-3 に、正横航過距離の結
果を Table 4-4 に示す。TCPA の結果および正横航過距離の結果を、まとめて Fig. 4-5 に示す。 
 
 
Table 4-3 操船者別の TCPA（分） 
調査対象者 Ｎ Mean SD Min. Max.
Ａ 25 5.29 3.099 1.40 13.53
Ｂ 13 4.78 2.810 2.00 11.00
Ｃ 9 3.57 0.846 2.43 4.95
Ｄ 10 3.91 4.349 0.72 13.52
Ｅ 10 4.71 3.128 1.25 11.50
 
 
Table 4-4 操船者別の正横航過距離（mile） 
調査対象者 Ｎ Mean SD Min. Max.
Ａ 11 0.23 0.150 0.07 0.50
Ｂ 10 0.22 0.123 0.10 0.48
Ｃ 4 0.23 0.046 0.18 0.28
Ｄ 7 0.11 0.061 0.04 0.18










































Fig. 4-5 操船者別 TCPA（分）と正横航過距離（mile） 
 
TCPA についてクラスカルウォリスの H 検定を行ったが、操船者による差は見られなかっ











Table 4-6 に、正横航過距離の結果を Table 4-7 に示す。小型船舶避航時の操船者別 TCPA の






調査対象者 小型船舶 500トン未満 500トン以上
Ａ 7 15 3
Ｂ 7 3 3
Ｃ 4 5 0
Ｄ 7 2 1





Table 4-6 小型船舶避航時の操船者別 TCPA（分） 
調査対象者 Ｎ Mean SD Min. Max.
Ａ 7 3.45 1.438 1.40 5.33
Ｂ 7 2.87 1.208 2.00 5.08
Ｃ 4 3.53 0.909 2.73 4.40
Ｄ 7 1.83 0.776 0.72 3.03





Table 4-7 小型船舶避航時の操船者別正横航過距離（mile） 
調査対象者 Ｎ Mean SD Min. Max.
Ａ 1 0.10
Ｂ 4 0.16 0.048 0.10 0.20
Ｃ 1 0.20













































Fig. 4-6 小型船舶避航時の操船者別 TCPA および正横航過距離 
 
TCPA についてクラスカルウォリスの H 検定を行ったが、操船者による差は見られなかっ






深江丸が避航した相手船を小型船舶、500 トン未満、500 トン以上の 3 群に分類した。相
手船船型別の TCPA の結果を Table 4-8 に示す。TCPA についてクラスカルウォリスの H 検
定を行ったところ、有意な差があり（χ２（2）＝22.1960， p＜ .01）、ボンフェローニの修
正による多重比較の結果、小型船舶を避航する時機は、500 トン未満および 500 トン以上の
船舶を避航する時機よりも有意に遅かった（いずれも p＜ .01）。 
次に、相手船の船型別に正横航過距離の結果を Table 4-9 に示す。正横航過距離について
クラスカルウォリスの H 検定を行ったところ有意な差があり（χ２（2）＝9.409， p ＜ .01）、
ボンフェローニの修正による多重比較の結果、小型船舶を航過する距離は 500 トン以上の




500 トン以上の船舶を航過する距離よりも近い傾向にあった（p ＜ .10）。小型船舶と 500
トン未満の船舶では航過する距離に有意な差はなかった。 
深江丸が避航した相手船船型別の TCPA の結果および正横航過距離の結果を、Fig. 4-7 に
示す。 
 
Table 4-8 深江丸の相手船船型別の TCPA（分） 
Ｎ Mean SD Min. Max.
32 2.91 1.286 0.72 5.42
24 5.47 2.763 1.88 10.67







Table 4-9 深江丸の相手船船型別の正横航過距離（mile） 
Ｎ Mean SD Min. Max.
13 0.14 0.078 0.04 0.32
15 0.19 0.087 0.07 0.40

































































「ひびき丸」と「まや」が避航した船舶について正横航過距離を Table 4-10 に示す。「ひ
びき丸」の正横航過距離の平均値は 0.40 マイルで、「まや」の正横航過距離の平均値は 0.14
マイルであった。マンホイットニーのＵ検定の結果有意な差があり（Ｚ＝4.367，p ＜ .01）、
「ひびき丸」の正横航過距離は「まや」よりも遠い。 
 「ひびき丸」と「まや」がそれぞれ正横航過した相手船の大きさ別度数を Table 4-11 に示
す。 
相手船船型別に正横航過距離の結果を示す。Table 4-12 に小型船舶、Table 4-13 に 500 ト









「ひびき丸」の 500 トン以上に対する正横航過距離の平均値は 0.53 マイルであった。「ま
や」については 1 ケースしかなく相手船に対する正横航過距離は 0.19 マイルであった。「ひ




Table 4-10 「ひびき丸」と「まや」の正横航過距離（mile） 
N Mean SD Min. Max.
ひびき丸 24 0.40 0.162 0.10 0.72







Table 4-11 正横航過した相手船の大きさ別度数（隻） 
小型船舶 500トン未満 500トン以上
ひびき丸 10 6 8




Table 4-12 小型船舶に対する正横航過距離（mile） 
N Mean SD Min. Max.
ひびき丸 10 0.27 0.081 0.10 0.39
まや 5 0.09 0.019 0.06 0.11
 
 
Table 4-13 500 トン未満に対する正横航過距離（mile） 
N Mean SD Min. Max.
ひびき丸 6 0.45 0.108 0.35 0.64




Table 4-14 500 トン以上に対する正横航過距離（mile） 
N Mean SD Min. Max.




「ひびき丸」と「まや」が避航した船型別正横航過距離 Table 4-12、Table 4-13、Table 4-14



































Fig. 4-8 「ひびき丸」と「まや」が避航した船型別正横航過距離 
 




















おおよそ 100ｍ程度であった。総トン数としてはおおよそ 10,000 トンである。両船ともに
20 ノットを越える船速を出すことができる比較的高速の船舶であった。このような船舶の
例を Fig. 4-9 に示す。Fig. 4-9 に示す船舶は本事例と全く関係の無い船舶であり、あくまで
も本事例に関わった船舶をイメージしやすいように提示するものである。両船とも Fig. 4-9
に示すような船舶であった。本事例では、両船ともに船長が操船指揮をとっており、船長

























路での他の同航船追越し後の航行の 3 事象であった。 















た。この時の参考図を Fig. 4-11 に示す。 























・Ａ船が減速しないとのことであったので少し減速し、船間距離を 0.5 マイル（1 マイ
ルは約 1852ｍ）程度に維持し後続した。 
 
Ｂ船船長は AIS で便乗船舶（Ａ船）の O 港着時間が 8 時であると認識しているが、Ａ船































限区域の開始手前 1.5 マイルから減速を開始した。Ａ船の入港減速を 2 回見た著者としては
少し早いように感じた。著者が調査として便乗していた影響は排除できないが、ただし、
速力制限区間において、対水速力 12 ノットのところを対地速力 14 ノットから 15 ノットで
航行していたため、潮流を考えても厳密に対水速力 12 ノットを遵守しようとしていたとは



















































































型船舶を避航したケースが多かった。（Table 4-5 参照） 
 そこで対小型船舶の避航ケースのみで分析したところ、数値として操船者“D”の避航時





































 相手船を小型船舶、500 トン未満、500 トン以上の 3 つのカテゴリに分類し分析を行った。
「深江丸」が相手船を避航した避航判断時機については、小型船舶を避航する時機は 500
トン未満および 500 トン以上の船舶を避航する時機よりも遅く、相手船が大きいほど判断
時機が早い傾向が示唆された（Table 4-8、Fig. 4-7 参照）。「深江丸」が相手船と航過した距






















































































































































































































これらの避航船と保持船に求められる行動を Cockcroft & Lameijer（2004）は次のように
































Fig. 5-1 は 2 隻の関係を示している。これが 3 隻の関係になった場合は、2 隻の関係に還
元して考えるとされている（海上保安庁，2007）。Fig. 5-1 において避航船から見て左側から
も横切り態勢の船舶がある 3 隻の関係について考える。この 3 隻の関係を 2 隻の関係に還
元して考えれば、それぞれが避航船および保持船の関係になる。よって見合い関係発生以






調査Ⅱがあった。質問紙調査Ⅰと質問紙調査Ⅱは、1 つの質問紙を構成していた（付録 A 参
照）。質問紙の作成にあたっては先行研究（渕・藤本・臼井・岩崎，2008）を参考にした。









内航群が 28 名、漁船群が 29 名であった。直近の船型経験は、外航群の船型経験は最小が
25,500 トン、平均値は 109,407 トンであった。内航群の船型経験は 15 名が 500 トン以下、












































































想定させた航海場面を Fig. 5-3 に示す。 
避航船場面は自船の右斜め 45 度前から針路交差角 90 度で他船が接近する場面である。
保持船場面は左斜め 45 度前から針路交差角 90 度で他船が接近する場面である。3 隻場面は









場面では見合い関係発生時機と通常避航時機を尋ねた。これらをまとめて Table 5-1 に示す。 
それぞれの場面における各判断時機は相手船との距離で回答するよう求めたが、この回



















に示す。避航船場面における通常避航時機の TCPA 値についてクラスカル・ウォリスの H





次に限界避航時機の結果を Table 5-3 に示す。避航船場面における限界避航時機の TCPA










Table 5-2 避航船場面における通常避航時機の TCPA 値（分）【質問紙調査Ⅰ】 
N Mean SD Min Max
外航 22 12.7 4.07 7.7 23.1
内航 28 7.2 3.55 2.9 19.3









Table 5-3 避航船場面における限界避航時機の TCPA 値（分）【質問紙調査Ⅰ】 
N Mean SD Min Max
外航 22 7.4 2.50 3.9 13.5
内航 28 4.6 2.45 1.5 11.6


































の結果を Table 5-4 に示す。保持船場面における見合い関係発生時機の TCPA 値についてク









次に保持義務解除時機の結果を Table 5-5 に示す。保持船場面における保持義務解除時機
の TCPA 値についてクラスカル・ウォリスの H 検定を行ったところ有意であり（χ2＝52.14, 





保持船場面における見合い関係発生時機と保持義務解除時機をまとめて Fig. 5-5 に示す。 
 
 
Table 5-4 保持船場面における見合い関係発生時機の TCPA 値（分）【質問紙調査Ⅰ】 
N Mean SD Min Max
外航 22 15.7 7.10 5.8 28.9
内航 28 8.9 4.62 2.9 19.3




Table 5-5 保持船場面における保持義務解除時機の TCPA 値（分）【質問紙調査Ⅰ】 
N Mean SD Min Max
外航 22 7.8 3.29 3.9 15.4
内航 28 5.9 4.02 1.0 15.4




































Table 5-6 に示す。3 隻場面における見合い関係発生時機の TCPA 値についてクラスカル・ウ
ォリスの H 検定を行ったところ有意であり（χ2＝54.11, df=2, p＜.001）、マン・ホイットニ
ーの U 検定とボンフェローニの修正を用いた多重比較の結果、外航群と内航群の間、外航
群と漁船群の間、内航群と漁船群の間にいずれも有意な差があった（いずれも p＜.01）。   
したがって 3 隻場面における見合い関係発生時機は、外航群、内航群、漁船群の順に早
い、すなわち船型が大きい船舶操船者の方が早い。 
次に通常避航時機の結果を Table 5-7 に示す。3 隻場面における通常避航時機の平均 TCPA









3 隻場面における見合い関係発生時機と通常避航時機をまとめて Fig. 5-6 に示す。 
 
Table 5-6 3 隻場面における見合い関係発生時機の TCPA 値（分）【質問紙調査Ⅰ】 
N Mean SD Min Max
外航 22 15.8 7.06 5.8 28.9
内航 28 9.0 4.30 2.9 19.3
漁船 29 2.3 2.20 0.1 11.6
 
 
Table 5-7 3 隻場面における通常避航時機の TCPA 値（分）【質問紙調査Ⅰ】 
N Mean SD Min Max
外航 22 9.8 4.79 1.9 19.3
内航 28 6.4 3.55 1.9 15.4

































各場面各判断時機のスピアマンの順位相関係数を Table 5-8 に示す。各場面各判断時機間
のスピアマンの順位相関係数ρはすべて有意であり（いずれも p＜.01）、値も約 0.9 と高い。 
 
 
Table 5-8 各場面各判断時機間のスピアマンの順位相関係数ρ【質問紙調査Ⅰ】 
時機 通常避航 限界避航 見合い関係発生 保持義務解除 見合い関係発生 通常避航
自船が避航船の場合 通常避航
限界避航 .965**
自船が保持船の場合 見合い関係発生 .947** .928**
保持義務解除 .903** .903** .941**
3隻の場合 見合い関係発生 .943** .921** .982** .936**
通常避航 .923** .912** .902** .871** .908**

















































































































































































































a)外航群と内航群の出会いについて（Table 5-9 における Case①～④） 
外航群が避航船で内航群が保持船の場合について（Case①，②）、結果を Table 5-10 に示
す。外航群の避航時機 TCPA 値と内航群の見合い関係発生時機 TCPA 値についてマン・ホイ
ットニーの U 検定の結果は有意であった（U＝171.50, p＜.01）。また、外航群の避航時機 TCPA





に示す。外航群の見合い関係発生時機 TCPA 値と内航群の避航時機 TCPA 値についてマン・
ホイットニーの U 検定の結果は有意であった（U＝80.50, p＜.001）。また、外航群の保持義




Table 5-10 外航群が避航船で内航群が保持船の場合における判断時機 TCPA 値（分） 
（Case①,②）【質問紙調査Ⅱ】 
N Mean SD Min Max
避航船 外航 通常避航時機 22 12.4 2.91 7.3 19.5
保持船 内航 見合い関係発生時機 28 9.4 5.02 2.4 24.4
内航 保持義務解除時機 28 6.0 3.16 1.7 12.2
 
 
Table 5-11 外航群が保持船で内航群が避航船の場合における判断時機 TCPA 値（分） 
（Case③,④）【質問紙調査Ⅱ】 
N Mean SD Min Max
保持船 外航 見合い関係発生時機 22 15.0 7.50 4.9 36.6
保持義務解除時機 22 7.2 2.66 2.4 12.2















































































b)外航群と漁船群の出会いについて（Table 5-9 における Case⑤～⑧） 
外航群が避航船で漁船群が保持船の場合（Case⑤，⑥）について、結果を Table 5-12 示す。
外航群の避航時機 TCPA 値と漁船群の見合い関係発生時機 TCPA 値についてマン・ホイット
ニーの U 検定の結果は有意であった（U＝8.50, p＜.001）。また、外航群の避航時機 TCPA 値





に示す。外航群の見合い関係発生時機 TCPA 値と漁船群の避航時機 TCPA 値についてマン・
ホイットニーの U 検定の結果は有意であった（U＝0.00, p＜.001）。また、外航群の保持義務
解除時機 TCPA 値と漁船群の避航時機 TCPA 値についてマン・ホイットニーの U 検定の結




Table 5-12 外航群が避航船で漁船群が保持船の場合における判断時機 TCPA 値（分） 
（Case⑤,⑥）【質問紙調査Ⅱ】 
N Mean SD Min Max
避航船 外航 通常避航時機 22 9.0 3.56 4.9 17.1
保持船 漁船 見合い関係発生時機 29 1.4 1.31 0.1 7.3
漁船 保持義務解除時機 29 0.8 0.71 0.1 2.6
 
 
Table 5-13 外航群が保持船で漁船群が避航船の場合における判断時機 TCPA 値（分） 
（Case⑦,⑧）【質問紙調査Ⅱ】 
N Mean SD Min Max
保持船 外航 見合い関係発生時機 22 9.2 3.98 3.7 17.1
保持義務解除時機 22 3.9 1.80 1.2 7.3







































































Fig. 5-12 外航群が保持船で漁船群が避航船の場合における各判断時機 
（Case⑦,⑧）【質問紙調査Ⅱ】 
 
c)内航群と漁船群の出会いについて（Table 5-9 における Case⑨～⑫） 
内航群が避航船で漁船群が保持船の場合（Case⑨，⑩）について結果を Table 5-14 に示す。
内航群の避航時機 TCPA 値と漁船群の見合い関係発生時機 TCPA 値についてマン・ホイット
ニーの U 検定の結果は有意であった（U＝36.00, p＜.001）。また、内航群の避航時機 TCPA





に示す。内航群の見合い関係発生時機 TCPA 値と漁船群の避航時機 TCPA 値についてマン・
ホイットニーの U 検定の結果は有意であった（U＝19.50, p＜.001）。また、内航群の保持義
務解除時機 TCPA 値と漁船群の避航時機 TCPA 値についてマン・ホイットニーの U 検定の





Table 5-14 内航群が避航船で漁船群が保持船の場合における判断時機 TCPA 値（分） 
（Case⑨,⑩）【質問紙調査Ⅱ】 
N Mean SD Min Max
避航船 内航 通常避航時機 28 6.5 3.64 1.9 19.3
保持船 漁船 見合い関係発生時機 29 1.6 1.09 0.2 4.2




Table 5-15 内航群が保持船で漁船群が避航船の場合における判断時機 TCPA 値（分） 
（Case⑪,⑫）【質問紙調査Ⅱ】 
N Mean SD Min Max
保持船 内航 見合い関係発生時機 28 8.6 5.13 1.9 27.0
保持義務解除時機 28 5.4 3.59 1.9 19.3












































































































































映像は市販のパソコンソフト“Ship Simulator 2008”（VSTEP 社製）を用いて作成された。








 質問紙調査Ⅰで想定させた自船と相手船は Fig. 5-15 に示す大型コンテナ船であった。市
販のパソコンソフト“Ship Simulator 2008”では、これと全く同一の大型コンテナ船は設定
されていない。そこで質問紙調査Ⅰで想定させた大型コンテナ船に最も近い船舶として、
パソコンソフト“Ship Simulator 2008”において Large Container Ship として用意されている
























































































さは 6 分 30 秒であった。保持船場面については、見合い関係発生時機と保持義務解除時機
を尋ねた。保持船場面の映像の長さは 6 分 30 秒であった。3 隻場面については、見合い関
係発生時機と通常避航時機を尋ねた。3 隻場面の映像の長さは 5 分 0 秒であった。 
 
 




















イニシャル他船距離の結果を Table 5-17 および Fig. 5-21 に示す。避航船場面におけるイニ
シャル他船距離についてクラスカル・ウォリスの H 検定を行ったところ有意であり（χ2＝




Table 5-17 避航船場面におけるイニシャル他船距離（mile）【映像実験】 
N Mean SD Min Max
外航 22 6.4 2.22 2.0 12.0
内航 28 4.9 2.18 2.0 10.0









































映像開始時点での通常避航時機の判断について結果を Table 5-18 に示す。避航船場面にお
ける映像開始時点での通常避航時機が過ぎているか否かの判断人数についてχ2検定の結果
は非有意であった（χ2＝0.01, df=2, n.s.）。 
通常避航時機の結果を Table 5-19 に示す。避航船場面における通常避航時機の TCPA 値に
















Table 5-19 避航船場面における通常避航時機の TCPA 値（分）【映像実験】 
N Mean SD Min Max
外航 15 5.8 0.79 3.4 6.5
内航 19 5.5 1.13 1.5 6.3










限界避航時機の結果を Table 5-21 に示す。避航船場面における限界避航時機の TCPA 値に
ついてクラスカル・ウォリスの H 検定を行ったところ非有意であった（χ2＝60.06, df=2, n.s.）。
したがって避航船場面における限界避航時機は、外航群、内航群、漁船群の間に差は無い。 
避航船場面における通常避航時機と限界避航時機の結果をまとめて Fig. 5-22 に示す。 
 








Table 5-21 避航船場面における限界避航時機の TCPA 値（分）【映像実験】 
N Mean SD Min Max
外航 22 4.0 1.60 1.0 6.4
内航 26 4.6 1.42 0.6 6.3



































イニシャル他船距離の結果を Table 5-22 および Fig. 5-23 に示す。保持船場面におけるイ
ニシャル他船距離についてクラスカル・ウォリスの H 検定を行ったところ有意であり（χ2












Table 5-22 保持船場面におけるイニシャル他船距離（mile）【映像実験】 
N Mean SD Min Max
外航 22 6.2 2.20 2.0 10.0
内航 28 4.6 2.10 1.5 9.0


































Fig. 5-23 保持船場面におけるイニシャル他船距離（mile）【映像実験】 
 
 












のχ2検定の結果は非有意であった（χ2＝1.12, df=2, n.s.）。 
見合い関係発生時機の結果を Table 5-24 に示す。保持船場面における見合い関係発生時機
の TCPA 値についてクラスカル・ウォリスの H 検定を行ったところ非有意であった（χ2＝
3.72, df=2, n.s.）。したがって保持船場面における見合い関係発生時機は、外航群、内航群、
漁船群の間に差は無い。 




限界避航時機の結果を Table 5-26 に示す。 
 
 
Table 5-24 保持船場面における見合い関係発生時機の TCPA 値（分）【映像実験】 
N Mean SD Min Max
外航 13 5.4 1.11 2.7 6.5
内航 13 5.2 1.29 1.6 6.3
















Table 5-26 保持船場面における限界避航時機の TCPA 値（分）【映像実験】 
N Mean SD Min Max
外航 22 3.4 1.92 0.8 6.2
内航 25 4.7 1.44 0.9 6.4



























保持船場面における保持義務解除時機の TCPA 値についてクラスカル・ウォリスの H 検













イニシャル他船距離の結果を Table 5-27 および Fig. 5-25 に示す。3 隻場面におけるイニシ
ャル他船距離についてクラスカル・ウォリスの H 検定を行ったところ有意であり（χ2＝





Table 5-27 3 隻場面における平均イニシャル他船距離（mile）【映像実験】 
N Mean SD Min Max
外航 22 5.6 2.39 1.0 10.0
内航 28 4.2 2.26 1.0 10.0










































映像開始時点での見合い関係発生時機の判断について結果を Table 5-28 に示す。3 隻場面
における映像開始時点での見合い関係発生時機を過ぎているか否かについてのχ2検定の結
果は非有意であった（χ2＝0.87, df=2, n.s.）。 
見合い関係発生時機の結果を Table 5-29 に示す。3 隻場面における見合い関係発生時機の
TCPA 値についてクラスカル・ウォリスの H 検定を行ったところ非有意であった（χ2＝4.07, 
df=2, n.s.）。したがって 3 隻場面における見合い関係発生時機は、外航群、内航群、漁船群
の間に差は無い。 




通常避航時機の結果を Table 5-31 に示す。3 隻場面における通常避航時機の TCPA 値につ
いてクラスカル・ウォリスの H 検定を行ったところ有意傾向であり（χ2＝5.68, df=2,  p
＜.10）、マン・ホイットニーの U 検定とボンフェローニの修正を用いた多重比較の結果、各
群の間に有意な差はなかった。したがって 3 隻場面における通常避航時機は各群の間に差















Table 5-29 3 隻場面における見合い関係発生時機の TCPA 値（分）【映像実験】 
N Mean SD Min Max
外航 12 4.1 0.73 3.0 5.0
内航 13 4.2 1.05 1.1 5.0
漁船 17 3.8 0.77 1.9 4.7
 
 







Table 5-31 3 隻場面における通常避航時機の TCPA 値（分）【映像実験】 
N Mean SD Min Max
外航 17 3.4 0.98 1.6 5.0
内航 20 3.9 1.02 1.1 5.0







































群の平均値の差は 0.2 分であった。イニシャル他船距離判断時、参加者は自船速力が 22 ノ
ットであると教示されている。教示としては質問紙調査と同様の場面を想定させているた
め、相手船が船首方向より右に 45 度の位置にあり両船の針路が直交していること、相手船

















Table 5-32 映像実験におけるイニシャル他船距離と各判断時機 
航海場面 質問項目
避航船場面 イニシャル他船距離 外航群＞内航群＞漁船群　（外航群と内航群の間はp＜.10、その他の間はいずれもp＜.01）
Ａ 通常避航時機 外航群＞漁船群　（p ＜.05），内航群＞漁船群　（p ＜.10）
Ｂ 限界避航時機 n.s.
保持船場面 イニシャル他船距離 外航群＞内航群＞漁船群　（外航群と内航群の間はp ＜.05、その他の間はいずれもp ＜.01）
Ａ 見合い関係発生時機 n.s.
Ｂ 保持義務解除時機 外航群＜内航群，内航群＞漁船群　（いずれもp .＜10）
3隻場面 イニシャル他船距離 外航群＞内航群＞漁船群　（外航群と内航群の間はp .＜.10、その他の間はいずれもp ＜.01）
Ａ 見合い関係発生時機 n.s.

































































































































全であるばかりか、認知要求的にもより安全であると考えられる（Hockey, Crawshaw, Wastell 


















































































































があった参加者を除外した。分析対象人数は、外航群が 22 名、内航群が 28 名、漁船群が
29 名であった。直近の船型経験は、外航群の船型経験は最小が 25,500 トン、平均値は 109,407
トンであった。内航群の船型経験は 28 名中 15 名が 500 トン以下、最大が 14,800 トン、平
均値は 4,543 トンであった。漁船群の船型経験は総トン数 20 トン未満であった。 













































3 隻場面において想定させた自船は、大型コンテナ船であった。大型コンテナ船を Fig. 6-4
































































追越される場面において回答された操船方略を Table 6-1 に示す。また、追越される場面







追越される場面は 11 分後に漁船と衝突のおそれがある状況であるが、約 3 分半後には変































































































６－３－１ 3 隻場面 
 3 隻場面について、5 章で示した質問紙調査による判断時機の結果を改めて示す。見合い











3 隻場面における見合い関係発生時機と通常避航時機の結果をまとめて Fig. 6-8 に示す。 
 
Table 6-3 3 隻場面における見合い関係発生時機の TCPA 値（分） 
N Mean SD Min Max
外航 22 15.8 7.06 5.8 28.9
内航 28 9.0 4.30 2.9 19.3






Table 6-4 3 隻場面における通常避航時機の TCPA 値（分） 
N Mean SD Min Max
外航 22 9.8 4.79 1.9 19.3
内航 28 6.4 3.55 1.9 15.4



























Fig. 6-8 3 隻場面における見合い関係発生時機と通常避航時機 
 


























Table 6-6 追越される場面の回答（度数） 
非許容 許容 最良
外航 0 (  0.0%) 7 (31.8%) 15 (68.2%)
内航 8 (28.6%) 9 (32.1%) 11 (39.3%)
漁船 8 (29.6%) 10 (37.0%) 9 (33.3%)
 
（  ）は各群における割合 
 
 
Table 6-7 航路場面の回答（度数） 
非許容 許容 最良
外航 8 (36.4%) 6 (27.3%) 8 (36.4%)
内航 5 (17.9%) 11 (39.3%) 12 (42.9%)
漁船 9 (34.6%) 7 (26.9%) 10 (38.5%)
 






６－４－１ 3 隻場面について 
 3 隻場面での見合い関係発生時機は、外航群、内航群、漁船群の順に衝突までの残り時間








有意な差は無かったが、右が 17 と左の 11 よりも多い（Table 6-3 参照）。 
 Cockcroft and Lameijer（2004）は、海上交通ルールはいかなる船舶に対しても、そうする
ことが例え好都合であると考えられようとも、規則に反する行動をとる権利を船舶に与え
ておらず、航法からの逸脱は衝突の危険が切迫しており特別の事情がある場合のみ許され













隻場面を 2 船間の関係に還元すると、3 隻それぞれが避航船と保持船の関係になるため、つ




































 Table 6-3 と Table 6-4 を比較すると、外航群、内航群、漁船群いずれも見合い関係発生時





































い海域におけるコンテナ船同士の見合い関係発生時機の平均 TCPA 値は、外航群が 15.7 分






























































































































































































































































プログラムの概要を Table 7-1 に示す。また、それぞれのプログラム内容を次に示す。 
 
Table 7-1 教育プログラムの概要 




























   操船方略を決定する。
②決定した操船方略により学生をグループに分ける。
③グループ間で、選択した操船方略の利点を



















































Fig. 7-2 航海当直実習の様子 
 
 























































































Fig. 7-5 集団討議用航海場面② 
 
学生が回答した航海場面に対する操船方略判断ごとに学生をグループに分けた。具体的



















教育プログラムは、2010 年度神戸大学海事科学部海事技術マネジメント学科航海群 3 年
生および 4 年生の学内船舶実習を利用して実施された。3 年生、4 年生ともに 2 クラスに分
けて学内船舶実習が行われており、2010 年 5 月から 6 月にかけて実施された。学内船舶実
習は、大阪湾および瀬戸内海で行われ、3 年生は 2 泊 3 日、4 年生は 3 泊 4 日のスケジュー
ルで行われた。3 年生および 4 年生ともに 1 組を統制群、2 組を教育群とした。2 組が教育




いて Table 7-2 に示す。 
効果を検証するために学内船舶実習前後に質問紙調査および映像実験を行った（5 章と
ほぼ同一）。また下船時には、学内船舶実習および教育プログラムに対する主観評価を実施
した。効果検証のための実験調査に協力し、データが得られた学生は、3 年生 1 組の統制
群が 20 人、3 年生 2 組の教育群が 17 人、4 年生 1 組の統制群が 13 人、4 年生 2 組の教育
群が 17 人であった。すなわち、統制群は 33 人、教育群は 34 人であった。回答が無い項目
については欠損値として扱った。学内船舶実習および教育プログラムに対する主観評価に
ついては下船時に行ったので、これらの回答者は実験調査協力者より多い。なお、統制群
に対しては 2010 年度後期授業「航海学実験２」の航法演習でフォローアップを行った。 
Fig. 7-6 に実験調査ならびに教育プログラム実施の順序を示す。 
 
Table 7-2 実施対象者 
学年・組 航海日程 群 人数 備考
3年生1組 　5月11～13日 統制群 21 1人が事後映像実験に失敗
3年生2組 　5月18～20日 　教育群　 18 1人が協力拒否
4年生1組 　6月15～18日 統制群 16 1人が協力拒否
1人が事前映像実験に失敗
1人が実験補助者









































船を設定した。小型船は、自船の場合は全長 49ｍ、総トン数 450 トン、速力 11 ノットの
神戸大学大学院海事科学研究科附属練習船深江丸とした。他船の場合は全長 75m、総トン
数 499 トン、速力 11 ノットの貨物船とした。 大型船は、自船および他船ともに全長 280m、
総トン数 53,000 トン、速力 22 ノットのコンテナ船とした。漁船は他船のみで、全長 15m
で速力は無い、すなわち停止とした。Fig. 7-7 に質問紙調査で想定させる船舶を示す。 
航海場面については 3 場面を想定させた。3 場面は、保持船場面、3 隻場面、漁船停止場




















































































勢の船舶がある場面である。3 隻ともに小型船の場合（小型船同士 3 隻場面）と、3 隻とも
に大型船の場合（大型船同士 3 隻場面）を設定した。 
漁船停止場面は、前方に漁船が停止している場面であり、自船が小型船または大型船で
ある場合（小型船漁船停止場面、大型船漁船停止場面）を設定した。 

































二つである。それぞれ Fig. 7-9 および Fig. 7-10 に示す。 
 
 
Fig. 7-9 追越される場面 
 






名」、要求される「行動」の 3 点について解答を求めた。それぞれについて正解には 1 点を
与えた。したがって満点は 30 点となる。海上交通ルールテストの回答例を Fig. 7-11 に示
す。 





は 2010 年 4 月 19 日に、4 年生ついては 4 月 20 日に実施した。学内船舶実習後の質問紙調




















映像はＰＣソフト“Ship Simulator 2008”（VSTEP 社製）を用いて作成した。 
質問紙では大型船は全長 280m、総トン数 53,000 トン、速力 22 ノットのコンテナ船であ
ったが、映像実験では相当する船舶として PC ソフトにある船舶のうち“Large Container 
Ship”を用いた。同様に漁船は全長 15ｍであったが、映像実験では相当する船舶として形
状が似ている“Pilot Boat”を用いた。映像の提示はヒューレットパッカート社製 A4 型ノ
ートＰＣ（型番：EliteBook 6930P 14.1 インチワイドディスプレイ）を用いた。保持船場
面の映像を Fig. 7-12 に、3 隻場面の映像を Fig. 7-13 に、漁船停止場面の映像を Fig. 7-14 に
示す。 











Fig. 7-13 3 隻場面の映像 
 
 










































７－４－１ 質問紙調査による TCPA 
a)保持船場面 
小型船同士および大型船同士での保持船場面における各判断時機の結果をTable 7-3、Fig. 
7-15、Fig. 7-16 に示す。全体的な傾向として、教育群の平均 TCPA 値は減少し、標準偏差






Table 7-3 質問紙による保持船場面の結果 
N Mean SD Min Max Z
小型船同士 見合い関係発生時機
統制群 実習前 33 23.5 11.67 7.7 46.3
実習後 33 20.6 12.60 3.9 77.1 1.511
教育群 実習前 34 20.8 11.11 7.7 57.9
実習後 34 12.2 4.62 7.7 23.1 4.280 **
保持義務解除時機
統制群 実習前 33 11.0 6.73 1.9 30.9
実習後 33 10.1 6.51 1.9 38.6 1.113
教育群 実習前 34 9.8 7.33 1.9 38.6
実習後 34 5.8 3.53 0.8 19.3 3.622 **
大型船同士 見合い関係発生時機
統制群 実習前 32 14.7 6.87 5.8 30.9
実習後 33 13.5 6.43 2.9 38.6 1.005
教育群 実習前 33 14.8 6.81 5.8 38.6
実習後 34 8.3 3.68 2.9 19.3 4.648 **
保持義務解除時機
統制群 実習前 32 7.3 3.46 1.9 15.4
実習後 33 6.7 3.48 1.9 19.3 0.996
教育群 実習前 33 7.5 5.07 1.9 27.0
実習後 34 4.7 2.37 1.0 9.6 3.786 **































































小型船同士および大型船同士での 3 隻場面における各判断時機の結果を Table 7-4、Fig. 
7-17、Fig. 7-18 に示す。全体的な傾向として、教育群の平均 TCPA 値は減少し、標準偏差









Table 7-4 質問紙による 3隻場面の結果 
N Mean SD Min Max Z
小型船同士 見合い関係発生時機
統制群 実習前 33 24.4 12.68 7.7 57.9
実習後 33 21.4 13.32 5.8 77.1 1.525
教育群 実習前 34 22.1 10.06 11.6 57.9
実習後 34 13.2 5.54 5.8 30.9 4.616 **
避航時機
統制群 実習前 32 14.1 8.62 3.9 38.6
実習後 33 12.3 7.96 3.9 38.6 1.382
教育群 実習前 34 12.5 9.65 2.1 38.6
実習後 34 8.5 3.60 3.9 19.3 2.588 **
大型船同士 見合い関係発生時機
統制群 実習前 33 15.0 7.80 5.8 38.6
実習後 33 13.4 6.45 4.8 38.6 1.165
教育群 実習前 34 13.3 6.21 5.8 38.6
実習後 34 8.2 3.47 3.9 19.3 4.123 **
避航時機
統制群 実習前 33 9.8 5.67 3.9 28.9
実習後 33 7.9 3.70 3.9 19.3 1.670 †
教育群 実習前 34 8.0 5.50 1.9 27.0
実習後 34 5.8 2.19 1.9 9.6 2.193 *
































































Table 7-5 避航方向について（度数（人）） 
小型船同士
統制群 教育群
右 左 右 左
右 22 6 右 11 14




右 左 右 左
右 20 5 右 11 16









































小型船および大型船での漁船停止場面における各判断時機の結果を Table 7-6、Fig. 7-20、
Fig. 7-21 に示す。全体的な傾向として、教育群の平均 TCPA 値は減少し、標準偏差が小さ







Table 7-6 質問紙による漁船停止場面の結果 
N Mean SD Min Max Z
小型船 通常避航時機
統制群 実習前 33 19.5 12.92 5.5 54.5
実習後 33 19.6 12.38 4.4 54.5 0.245
教育群 実習前 34 16.9 13.69 1.5 54.5
実習後 34 13.1 7.41 2.7 32.7 1.680 †
限界避航時機
統制群 実習前 33 7.6 5.78 0.4 27.3
実習後 33 8.3 5.44 1.1 21.8 0.600
教育群 実習前 34 7.6 6.75 0.2 27.3
実習後 34 5.4 4.91 1.6 27.3 1.793 †
大型船 通常避航時機
統制群 実習前 33 15.3 9.40 5.5 40.9
実習後 33 13.6 8.26 2.7 40.9 1.237
教育群 実習前 34 12.7 7.28 1.2 27.3
実習後 34 8.9 6.09 2.7 27.3 2.983 **
限界避航時機
統制群 実習前 33 6.9 4.28 2.5 21.8
実習後 33 6.5 4.03 1.1 16.4 0.806
教育群 実習前 33 7.1 5.40 1.4 27.3
実習後 34 4.1 2.99 1.4 13.6 3.685 **





























































７－４－２ 映像実験による TCPA 
a)大型船同士保持船場面 
大型船同士保持船場面について、イニシャル他船距離と各判断時機の結果を Table 7-7、










Table 7-7 映像実験による保持船場面の結果 
N Mean SD Min Max Z
イニシャル他船距離（mile）
統制群 実習前 33 5.0 1.96 2.0 10.0
実習後 33 5.1 1.85 3.0 10.0 0.174
教育群 実習前 34 5.4 3.32 2.0 20.0
実習後 34 3.9 3.30 1.5 20.0 3.817 **
見合い関係発生時機（TCPA：分）
統制群 実習前 12 5.6 0.62 4.3 6.3
実習後 11 4.8 1.35 1.8 6.2 1.752 †
教育群 実習前 8 5.3 0.54 4.8 6.2
実習後 10 5.5 0.65 4.1 6.1 0.535
保持義務解除時機（TCPA：分）
統制群 実習前 33 4.2 1.23 1.7 6.1
実習後 31 3.8 1.47 1.1 6.2 1.186
教育群 実習前 33 3.9 1.43 1.4 6.3
実習後 33 4.3 1.34 1.2 6.2 0.670









Table 7-8 映像開始時点での保持船場面における見合い関係の発生有無 
統制群 教育群
過ぎている 過ぎていない 過ぎている 過ぎていない
過ぎている 18 3 過ぎている 19 7






























































3 隻場面におけるイニシャル他船距離と各判断時機の結果を Table 7-9、Fig. 7-24、Fig. 7-25
に示す。また Table 7-9 にイニシャル他船距離および各判断時機について統制群と教育群の










Table 7-9 映像実験による 3隻場面の結果 
N Mean SD Min Max Z
イニシャル他船距離（mile）
統制群 実習前 33 4.4 2.13 1.0 10.0
実習後 33 4.3 1.63 2.0 10.0 0.291
教育群 実習前 34 4.9 3.42 1.0 20.0
実習後 34 3.5 2.44 1.5 15.0 3.762 **
見合い関係発生時機（TCPA：分）
統制群 実習前 6 4.2 0.38 3.7 4.7
実習後 8 3.5 1.01 1.5 4.5 2.023 *
教育群 実習前 9 4.0 0.54 3.0 4.8
実習後 5 4.1 0.79 2.8 4.7 1.069
避航時機（TCPA：分）
統制群 実習前 25 3.4 0.84 1.4 4.6
実習後 22 2.7 1.02 0.6 4.3 2.277 *
教育群 実習前 24 2.9 1.00 1.1 4.7
実習後 22 3.6 0.84 1.6 4.6 2.737 **









Table 7-10 映像開始時点での 3隻場面における見合い関係発生の有無 
統制群 教育群
過ぎている 過ぎていない 過ぎている 過ぎていない
過ぎている 24 3 過ぎている 23 2





































































Table 7-11 映像実験における 3隻場面での避航方向 
統制群 教育群
右 左 右 左
右 19 3 右 15 7

































漁船停止場面におけるイニシャル他船距離と各判断時機の結果を Table 7-12、Fig. 7-27 、








Table 7-12 映像実験における漁船停止場面の結果 
N Mean SD Min Max Z
イニシャル他船距離（mile）
統制群 実習前 33 7.1 3.24 2.5 20.0
実習後 33 6.3 2.30 4.0 15.0 1.638 †
教育群 実習前 34 7.3 5.24 1.0 30.0
実習後 34 4.8 3.59 1.5 20.0 4.267 **
通常避航時機（TCPA：分）
統制群 実習前 29 3.4 1.20 0.9 5.2
実習後 28 3.6 1.15 0.5 5.4 0.697
教育群 実習前 29 3.2 1.40 0.2 5.1
実習後 24 3.7 1.12 1.6 5.5 2.224 *
限界避航時機（TCPA：分）
統制群 実習前 33 2.2 1.19 0.5 4.6
実習後 32 2.4 1.24 0.1 4.7 0.954
教育群 実習前 32 2.1 1.22 0.2 4.7
実習後 33 2.6 1.20 0.7 5.0 2.215 *











































































マンの順位相関係数により行った。Table 7-13 に大型船同士保持船場面について、Table 7-14
に大型船同士 3 隻場面について、Table 7-15 に大型船漁船停止場面について結果を示す。 
質問紙による判断時機と映像実験による判断時機については、実習後の教育群の大型船
同士保持船場面における保持義務解除時機（ρ=.460 p＜.05）、実習後の教育群の大型船同
士 3 隻場面における見合い関係発生時機（ρ=.975 p＜.01）、実習後の教育群の大型船漁船
停止場面における限界避航時機（ρ=.383 p＜.05）が有意であった。 
質問紙の各判断時機と映像実験のイニシャル他船距離については、Table 7-13、Table 7-14、






Table 7-13 大型船同士保持船場面の相関 
大型船同士保持船場面
N ρ N ρ
見合い関係発生時機 見合い関係発生時機
とイニシャル他船距離
統制群 実習前 12 .037 統制群 実習前 33 .348 ＊
実習後 11 .264 実習後 33 .617 ＊＊
教育群 実習前 8 -.244 教育群 実習前 34 .375 ＊
実習後 10 .543 実習後 34 .350 ＊
保持義務解除時機 保持義務解除時機
とイニシャル他船距離
統制群 実習前 33 .033 統制群 実習前 33 .278
実習後 31 .256 実習後 33 .349 ＊
教育群 実習前 33 -.085 教育群 実習前 34 .529 ＊＊
実習後 33 .460 ＊＊ 実習後 34 .446 ＊＊








Table 7-14 大型船同士 3隻場面の相関 
 
大型船同士3隻場面
N ρ N ρ
見合い関係発生時機 見合い関係発生時機
とイニシャル他船距離
統制群 実習前 6 -.429 統制群 実習前 33 .407 ＊
実習後 8 .331 実習後 33 .596 ＊＊
教育群 実習前 9 -.081 教育群 実習前 34 .303
実習後 5 .975 ＊＊ 実習後 34 .547 ＊＊
避航時機 避航時機とイニシャル他船距離
統制群 実習前 25 -.257 統制群 実習前 33 .105
実習後 22 .201 実習後 33 .472 ＊＊
教育群 実習前 24 -.148 教育群 実習前 34 .238
実習後 22 -.101 実習後 34 .339 ＊





Table 7-15 大型船漁船停止場面の相関 
 
大型船漁船停止隻場面
N ρ N ρ
通常避航時機 通常避航時機とイニシャル他船距離
統制群 実習前 29 -.065 統制群 実習前 33 .243
実習後 28 .119 実習後 33 .516 ＊＊
教育群 実習前 29 .074 教育群 実習前 34 .454 ＊＊
実習後 24 .265 実習後 34 .222
限界避航時機 限界避航時機とイニシャル他船距離
統制群 実習前 33 -.149 統制群 実習前 33 .222
実習後 32 .099 実習後 33 .510 ＊＊
教育群 実習前 32 .267 教育群 実習前 34 .345 ＊
実習後 33 .383 ＊ 実習後 34 .219

























非許容 許容 最良 計 非許容 許容 最良 計
非許容 4 2 2 8 非許容 0 1 6 7
許容 1 8 2 11 許容 2 3 9 14
最良 3 2 9 14 最良 0 4 9 13
計 8 12 13 33 計 2 8 24 34











非許容 許容 最良 計 非許容 許容 最良 計
非許容 8 0 7 15 非許容 3 3 5 11
許容 2 1 0 3 許容 0 1 6 7
最良 6 0 9 15 最良 3 3 10 16















点は正解に 1 点を与えた。よって総合得点は 30 点満点である。 
 
総合得点 ＝ 法律名条文名得点 ＋ 航法名得点 ＋ 行動得点 
 
a)総合得点 
総合得点の結果を Table 7-18、 Fig. 7-29 に示す。 
 
Table 7-18 海上交通ルールテスト総合得点 
N Mean SD Min. Max.
統制群 実習前 33 12.9 6.34 2 28
実習後 33 16.0 7.13 6 29
教育群 実習前 34 12.0 6.31 1 30



























35.827, p＜.01）、教育有無の主効果は非有意（F（1，65）＝.649, n.s.）であった。 
 
b)各得点 











Table 7-19 実習前後の各得点 
実習前
N Mean SD Min. Max.
統制群 法律名条文名得点 33 2.5 2.72 0 10
航法名得点 33 4.5 2.96 0 10
行動得点 33 5.9 2.13 1 9
教育群 法律名条文名得点 34 1.6 2.45 0 10
航法名得点 34 3.6 2.98 0 10
行動得点 34 6.7 2.29 1 10
実習後
N Mean SD Min. Max.
統制群 法律名条文名得点 33 3.6 3.37 0 10
航法名得点 33 5.1 2.87 0 10
行動得点 33 7.3 1.88 3 10
教育群 法律名条文名得点 34 2.5 2.94 0 10
航法名得点 34 4.6 3.06 0 10





Table 7-20 実習前における各配点の単純主効果 
df F p
各得点（統制群における） 2 27.29 .000
各得点（教育群における） 2 62.43 .000
誤差 130
教育有無（法律名条文名における） 1 1.76 .189
教育有無（航法名における） 1 1.53 .220











































学内船舶実習に対する主観評価の結果を Table 7-21 に示す。各問は 1：まったくそう思
わないから 7：まったくそう思うまでの７件法で尋ねた。各問に対して 5 点から 6 点と比
較的肯定的な結果を示している。各問いについて統制群と教育群をＴ検定で比較した結果
を併せて示す。“Q3. これまでの実習と比べて航法の適用が分かった”と“Q4. これまでの
実習と比べて相手船を考慮する必要性が分かった”の 2 項目で有意差があり、Q3 では教育
群が統制群よりも値が小さく、Q4 では教育群が統制群よりも値が大きい。 
操船経験が豊富な著者および航海の知識がある 2 名の計 3 名が、ＫＪ法により学内船舶
実習に対する感想（自由記述）を分類した。結果を Table 7-22 に示す。 
 
 
Table 7-21 学内船舶実習に対する主観評価 
 N Mean SD t df p
統制群 36 5.1 1.05
教育群 36 5.1 1.19 0.105 70 .916
統制群 36 5.1 1.27
教育群 36 5.2 1.05 0.304 70 .762
統制群 36 5.4 1.18
教育群 36 4.9 0.67 2.336 70 .022
統制群 36 5.5 1.44
教育群 36 6.1 0.87 2.276 70 .027
統制群 36 5.7 1.47
教育群 36 5.9 0.90 0.676 70 .501
Q5 避航操船技能向上に役立つと思った
Q1 これまでの実習と比べて具体的な
     避航時機（避航のタイミング）が分かった。
Q2 これまでの実習と比べて具体的な
     避航方法が分かった。
Q3 これまでの実習と比べて航法の適用が
     分かった。
Q4 これまでの実習と比べて相手船を








Table 7-22 学内船舶実習に関する感想の分類結果 
分類説明 % 度数（人） % 度数（人） % 度数（人）
1.　学内船舶実習での技能・知識の確認・反省 30.0 9 19.4 6 24.6 15
2.　学内船舶実習が有意義であったこと 30.0 9 19.4 6 24.6 15
3.　相手船への配慮と行動予測の重要であること 13.3 4 25.8 8 19.7 12
4.　経験が重要であること 6.7 2 12.9 4 9.8 6
5.　航法の適用が困難であること 10.0 3 6.5 2 8.2 5
6.　その他 10.0 3 16.1 5 13.1 8









 教育群に教育プログラムの内容に関する主観評価を行った。結果を Table 7-23 に示す。
各問は、1：まったくそう思わないから 7：まったくそう思うまでの７件法で尋ねた。各問
に対して 5 点から 6 点と比較的肯定的な結果を示している。 
教育プログラムのうち最も興味があったプログラムの選択結果について Table 7-24 に示
す。7 割弱がグループディスカッション、すなわち集団討議を興味があったプログラムと
して選択している。 
操船経験が豊富な著者および航海の知識がある 2 名の計 3 名が、ＫＪ法により教育プロ











Table 7-23 教育プログラムに対する評価 







     グループ・ディスカッションは避航操船技能向上に役立つと思った。
Q1 初日に行われた避航時機に関する講義により、操船者による
     避航時機の特徴がよく分かった。
Q2 当直中に記録された実際の避航操船記録は、船橋当直実習を
     行う上で役立つと思った。
Q3 高松上陸前に行われたグループ・ディスカッションにより、
     具体的な避航操船方法がわかった。
Q4 高松上陸前に行われたグループ・ディスカッションにより、












Table 7-25 教育プログラムに関する感想の分類結果 
分類説明 % 度数（人）
1. 相手船に対する配慮が必要であること 19.4 6
2. グループディスカッションは有意義であること 19.4 6
3. 他船と自船の考え方の差異に気づいたこと 16.1 5
4. 技能向上の動機になったこと 12.9 4
5. 実経験が重要であること 9.7 3
6. 避航記録が参考になること 6.5 2
7. グループディスカッションへの不満 6.5 2










た（Table 7-3、Table 7-4、Table 7-6、Fig. 7-15～Fig. 7-18、Fig. 7-20、Fig. 7-21 参照）。5 章
における質問紙調査Ⅰの大型船同士は、本章の質問紙調査における大型船同士と同一の項


















（Table 7-7、Table 7-9、Table 7-12、Fig. 7-22、Fig. 7-24、Fig. 7-27 参照）。ただし質問紙調
査と同様に 5 章の映像実験結果と比較すると、教育群の実習後のイニシャル他船距離は内









































質問紙調査と映像実験の関係を見ると、判断時機については 3 場面 6 つの判断時機のう
ち、教育群実習後の 3 つの判断時機について相関係数が有意であった（Table 7-13、Table 7-14、

































た。航路場面での内訳は、統制群については、最良方略数について 15 人から 16 人、許容
操船方略数は 3 人から 1 人、非許容操船方略数は 15 人から 16 人へと、実習前後であまり
差がない。一方教育群については、最良方略数について 16 人から 21 人、許容操船方略数
は 7 人から 7 人、非許容操船方略数は 11 人から 6 人へと、有意な差は無かったものの実習

















学内船舶実習に対する主観評価は 7 件法で 4.9 から 6.1 と概ね肯定的な評価が得られた
（Table 7-21 参照）。統制群と教育群を比較したところ、“Q3 これまでの実習と比べて航
法の適用が分かった”と“Q4 これまでの実習と比べて相手船を考慮する必要性が分かっ



















教育群に尋ねた教育プログラムに対する主観評価は 7 件法で 5.1 から 5.9 と概ね肯定的






















































































































































































































































































































時機を模式的に図示すると Fig. 8-1 のようになる。 
Fig. 8-1 のように、海上交通ルールが定める時機を模式的にあらわすと、海上交通工学に
おけるバンパーのように 1 本の線で表すことはできない。しかし、自船が保持船になる範



































































































































事例は 2 つあり、1 つは漁船第三新生丸貨物船ジムアジア衝突事件、もう 1 つは護衛艦あた
ご漁船清徳丸衝突事件である。また護衛艦あたご漁船清徳丸衝突事件後に報道された、海
上交通において悲劇を繰り返さないように主張する報道を示す。 
まず、漁船第三新生丸貨物船ジムアジア衝突事件を示す。2005 年（平成 17 年）9 月 28
日の深夜、北海道根室沖において、シアトルから釜山に向けて航行していた貨物船ジムア
ジア号（全長 253.70ｍ、総トン数 41,507 トン）と、漁労を終えて帰途についていた漁船第
三新生丸（全長 18.00ｍ、総トン数 19ton）とが衝突した。この海難では、新生丸乗組員 1


























次に、護衛艦あたご漁船清徳丸衝突事件を示す。2008 年（平成 20 年）2 月 19 日の早朝、
千葉県野島埼南方沖合において、護衛艦あたご（全長 164.9ｍ、排水トン数 7,750 トン）は、
漁場である東京都三宅島北方の海域に向かっていた漁船清徳丸（全長 16.24ｍ、総トン数 7.3
トン）と衝突し、その結果、清徳丸乗組員 2 名が行方不明となり、後に死亡が認定された。










Fig. 8-6 護衛艦あたご漁船清徳丸衝突事件の報道②（朝日新聞社，2008） 
 
Fig. 8-5 に示すように、金平丸が右転後に左転した回避行動が矢印で示されている。また、
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